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科学技術政策研究レビューは当面年 2 回程度発行していく方針で、本誌はその第 2 号にあたり
ます。今回は、（１）企業におけるイノベーション活動への取り組み、（２）大学からのイノベー
ション、（３）科学技術イノベーション政策に有用なデータ基盤は何か、（４）科学技術に対す
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Innovation Invention Implementation= +
Innovation Invention Implementation= + Value Creation+




















































































































• 研究開発の組織とマネジメント（e.g. Kats and Allen, 1982; 榊原, 1995; Rosenbloom and Spencer,1996 ）
• 製品開発パフォーマンス（e.g. Clark and Fujimoto, 1990; 延岡, 1996; Hasegawa, 2010)
• 技術の事業化（e.g. Leonard-Barton, 1995; Gilbert and Bower, 2002; Yoneyama, 2002）
• イノベーションからの利益の獲得（e.g. Levin et al., 1987; 後藤・永田, 1997; NISTEP, 2004）
• 技術機会と市場機会（e.g. von Hippel, 1988；後藤・永田, 1997）
• 産学連携・オープンイノベーション（e.g. Chesbrough, 2003; 馬場他, 2007; 鈴木他, 2007）
• 企業境界の変化の影響（e.g. 小田切他, 2010; 山内・長岡, 2010; 永田・篠崎・長谷川, 2010; 井田他, 2011）
• 研究開発の国際化（e.g. 岩田,1994; Asakawa,2011）
• 科学技術政策・産業政策等の影響（e.g. 山内・長岡, 2007; 山内・大西, 2009; 大西・永田, 2010）
• 研究開発人材と人的資源管理（e.g. Florida,2005; 三崎,2004; 中田他, 2009）
• イノベーションの普及（e.g. Rogers,1995）
• イノベーションと産業進化（e.g. Abernathy and Utterback, 1978; Christensen, 2003）
• イノベーションの経済・社会への効果（e.g. Freeman,1987）












調査資料－200）、地域イノベーション・システム（e.g. 調査資料－136）、企業間の連携や M&A が












































































































































2007 年度までは資本金 10 億円以上の企業を対象としてきたが、2008 年度以降は資本金 1 億







































































• 営業上の秘密・ノウハウ（Teece, 1981; Cohen et al., 2000; Arundel, 2001, 西村, 2010 ）
• 補完的資産（Teece, 1986, 長岡・塚田, 2007）
• 先行者の優位性（Lieberman, 1988; Cohen et al., 2000; Arundel, 2001 ）
• 専有可能性の手段の有効性
– Levin, et al. （1987）- Yale survey





























































































































































































プ（5 点スケールで 4 または 5 と回答したグループ）と重視していない企業のグループ（5 点スケー
ルで 1～3 と回答したグループ）との間で、競合製品が出現するまでの年数、競合製品出現後に
利益を生み出す年数、及び年平均の営業利益の平均値の差を確認した。 

























































































































































































































































































第 2 研究グループ 総括主任研究官 
（経歴） 
1992年      一橋大学大学院 商学研究科博士課程修了 
1992年      西南学院大学 商学部経営学科・講師 
1994年      西南学院大学 商学部経営学科・助教授 
1994年      University of California at Berkeley, Haas School 
of Business, Fulbright Visiting Scholar 
1998年        武蔵大学 経済学部経営学科・助教授 
2004年        武蔵大学 経済学部経営学科・教授 
2004年       INSEAD (l'Institut Europeen d'Administration 
des Affaires), Visiting Scholar 












































税額控除制度の導入効果分析」, 『研究技術計画』, Vol. 24-4, 2010. 
 
Michael L. Dertouzos, Richard K. Lester, Robert M. Solow,  
Made in America: Regaining the Productive Edge, The MIT Commission, 1989. 
 
Levin, R. C., A. K. Klevorick, et al.,  
"Appropriating the Returns from Industrial Research and Development." Brooking Papers on 
Economic Activity vol. 3, pp. 783-831, 1987. 
 
榊原清則 
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 ・ 調査資料－119 「国立大学の産学連携:共同研究 (1983 年-2002 年)と受託研究(1995
年-2002 年) 」 2005 年 11 月 
 ・ 調査資料－136 「地域における産学官連携－地域イノベーションシステムと国立大学
－」2007 年 3 月 
 ・ 調査資料－183 「産学連携データ・ベースを活用した国立大学の共同研究・受託研究
活動の分析」 2010 年 3 月 
 
○主に産学連携や知財活動で活発/特徴的な機関の活動に着目した調査研究 
 ・ NISTEP REPORT No.127 「第 3 期科学技術基本計画のフォローアップに係る調査研究
イノベーションシステムに関する調査 第 1 部 産学官連携と知的財産の創出・活
用」 2009 年 3 月 
 ・ Discussion Paper No.67「国立大学の特許出願の特徴に関する調査研究」2010 年 9 月 
 ・ Discussion Paper No.69 「国立大学等における産学連携の目標設定とマネジメント
の状況」 2010 年 10 月 
 
(2) 共同研究件数、受託研究件数の推移【資料 2】 




(3) 産学の共同研究・受託研究、知財活動の現状【資料 3】 
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(4) 共同研究件数の推移【資料 4】 
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2008 年 11 月時点では、知財の維持・管理や、知財のライセンスや売却等の知財活動自体、
あるいは外への活動の強化へと意識の重点が移ってきていると捉えられる。 
 
(8) 特許出願活動の変化【資料 8】 
 国立大学の特許出願については、単願が多いのか、それとも企業との共願が多いのか
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3 大学等発ベンチャーに関する調査研究 
(1) これまでの調査研究【資料 14】 




科学省の産学連携実施状況調査の一環として実施された。その後、2007 年から 2010 年ま
では、それまでのデータを科学技術政策研究所が引き継ぎ、大学等発ベンチャーに関す








(2) 大学等発ベンチャーの新規設立数の推移と変化【資料 15】 










□ NISTEP REPORT No.61 「日本のベンチャー企業と起業者に関する調査研究‐平成10年度‐ 」 1999年3月
□ POLICY STUDY No.2 「ベンチャー・ビジネス；日本の課題」 1999年5月
□調査資料－73 「日本における技術系ベンチャー企業の経営実態と創業者に関する調査研究」2000年9月
□ POLICY STUDY No.6 「IPO企業とそうでない企業と」2000年10月
（２）「バイオ・ベンチャー」に特化した調査研究（2002年）






□調査資料－157 「平成19年度 大学等発ベンチャーの現状と課題に関する調査」 2008年8月













(3) 大学等発ベンチャーの成長状況【資料 16】 
  大学等発ベンチャーの成長状況について、従業員数及び資本金額を見た場合、【資料 16】
①の従業員数については、青の棒グラフで示す設立時の従業員数に比べて、赤の棒グラ
フで示す 2010 年 3 月時点の従業員数は、どの業種のベンチャーも増加している。また、
【資料 16】②の資本金額については、赤の折れ線グラフで示す設立時の金額よりも、青
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 (4) 大学等発ベンチャーの財務状況と事業化までの期間【資料 17】 














(5) 大学等発ベンチャー創出に対する意識の変化【資料 18】 
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 (7) 産学連携・ベンチャー活動による研究者自身や研究室への効果【資料 20】 
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による産学連携に関する事例研究を行い、以下に示す 4つの Discussion Paper を取りま
とめた。 
 
・ Discussion Paper No.53 「食料産業クラスターによる地域活性化に対する「学」「官」
の貢献に関する調査研究」 2009 年 3 月 
 ・ Discussion Paper No.63 「食料産業クラスター及び機能性食品研究に対する大学
の貢献についての調査研究」 2010 年 4 月 
  ・ Discussion Paper No.71 「食料産業クラスターにおけるコーディネータに関する
調査研究」 2010 年 12 月 
 ・ Discussion Paper No.74 「中長期的視点からみた産業集積地域の地域イノベーシ
ョン政策に関する調査研究」 2011 年 5 月 
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【資料 23】食料産業クラスターに参加する大学に求められること 
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第 3 調査研究グループ  総括上席研究官 
（経歴） 
1993年        東京大学大学院工学系研究科 
原子力工学専攻修士課程修了 
1993年        科学技術庁入庁 
            この間、通商産業省、郵政省近畿電気通信監理局、 
            経済産業省、ＩＡＥＡ、文部科学省、 
東京工業大学国際部長等を歴任 





NISTEP REPORT No.127 
第 3 期科学技術基本計画のフォローアップに係る調査研究「イノベーションシステムに関する
調査 第 1 部 産学官連携と知的財産の創出・活用」 
http://www.nistep.go.jp/achiev/ftx/jpn/rep127j/pdf/NISTEPREPORTNo127.pdf 
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           科学技術基盤調査研究室 
富澤 宏之 




















































































































































































































































































 ここで、関連する事実として、いくつかの点を指摘したい。第 1 に、我々が現在「科学
技術政策」と呼んでいるものも、ほぼ同じ時期に出現したということである。それを端的





































































出典：OECD, “Report on the Activities of NESTI”. DSTI/STP(2000)26, September 2000.（日本語訳は著者による） 
 
 【資料 6】は 2000 年に作成されたため、その後の状況は示されていない。そこで、2000
年以降の約 10 年間の状況について、筆者が独自の観点から整理し、【資料 6】に書き加えて














































































70年代 80年代 90年代 2000年代 2010年代
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��指標



















































































































































は、第 1 期～第 3 期の科学技術基本計画（1996 年～2010 年）において、イノベーション
強化よりも、むしろ、科学研究の体制の強化が中心的課題となったが、これはある意味で
必然性があったと考えられる。つまり、その時期の日本は、モード 1 の成熟が進んでいな



















































































 ブルースカイ会議は、第１回から 10 年後の 2006 年にも第２回の会議が開催されている




































































































































































































「キャンベラ・マニュアル」において提示されているのは、Human Resources devoted to 





































 資格（qualification） ⇔ 国際標準教育分類（ISCED）
 ISCED レベル5以上（専門学校レベル、大学学部レベル、大学院レベル）
















































ータの概要を【資料 16 附表】に一覧表として示した。 
 





















































（産業別, 職業別, 学歴別, 年齢別, 性別）
ストック ［中］
2. 労働力調査 就業者数
（産業別, 職業別, 年齢別, 性別）
ストック ［低］
3. 就業構造基本調査 有業者数





（産業別, 職業別, 学歴別, 年齢別, 性別）
ストック ［低］
5. 雇用動向調査 常用労働者数, 入職者数, 離職者数













 次に、【資料 16】に示した 1～7 の統計のうち、1，3，6 について、実際に、キャンベラ・
マニュアルに示された HRST に出来るだけ近いデータを作成し、その例を【資料 17】～【資
料 20】に示した。 












































































































































































































































































































 “育成”モデル（林業のイメージ？） ・・・ ・・・ 将来の需要の見通し ＋ 教育































































































































































 “University of Tokyo”のデータを抽出したとしても、東京大学の全論文を網羅
しているか、あるいは他の大学のデータが混入していないか、不明
From Multi-level Bibliometrics to Multi-level 
Scientometrics
 Multi-level scientometric indicators system
 Link individual data of R&D statistics 
with the multi-level structural database. 
 R&D input and output are linked 
with each other at the multi level
 This system enables analysis regarding ･･･
 e.g., 
in what organizations research resources 
have been concentrated in the past 10 years 
and how such concentration of research 






















科学研究費補助金の獲得額と教員 1 人当たりの論文数の間に、数量的な相関が表れている。 
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1988年        日本科学技術情報センター 
1989年～1996年  科学技術庁科学技術政策研究所研究員 
1996年～2006年  同研究所 主任研究官 
2006年～       同研究所 科学技術基盤調査研究室長 
（現在に至る） 
（この間） 
1992年～1993年  東京大学大学院総合文化研究科研究員 
1995年        欧州委員会未来技術研究所（IPTS）滞在研究員 








[2] Benoît Godin , 
Measurement and Statistics on Science and Technology: 1920 to the Present, 
Taylor & Francis, 2005, London. 
 
[3] OECD, 
Science, Technology and Innovation Indicators in a Changing World: Responding 
to Policy Needs, September 2007, OECD, Paris. 
 
[4]  Hiroyuki TOMIZAWA and Takayuki HAYASHI, 
“Constructing a Multi-level Scientometric Indicators System,” Blue Sky II 2006 
Forum: What Indicators for Science, Technology and Innovation Policies in the  








[5]  OECD, 
Measurement of Human Resources devoted to S&T ("Canberra Manual"), 1995,  
Paris. 
 
[6]  林隆之・富澤宏之 
 「日本の研究パフォーマンスと研究実施構造の変遷」, 『大学評価・学位研究』, 第 
5 号, 2007 年 3 月, pp.3-19. （塚原修一編著『高等教育』, 日本図書センター, 2009 
年 9 月に再録） 
 
[7] NISTEP REPORT No.88 
基本計画の達成効果の評価のための調査―科学技術研究のアウトプットの定量的 
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           第 2 調査研究グループ 
栗山 喬行 
                                            
1 はじめに 
科学技術政策研究所では、1990 年代の初めから、科学技術に対する意識の国際比較調査を











(1) NISTEP の 2001 年の調査報告による定義 
科学技術政策研究所では、2001 年に科学技術に関する意識の国際比較調査を実施しており、
その調査報告書において、米国のノースウェスタン大学（当時）の Jon Miller 教授による科学リテラ
シーの定義を紹介している。【資料 1】 




とが米国における Science Literacy の研究において定義されており、この定義が科学リテラシーの
国際比較研究に参画している研究者の中で合意を得たものの一つになっている。 
 
(2) ＯＥＣＤの生徒の学習到達度調査（ＰＩＳＡ2006 年調査）による定義 
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科学リテラシーの定義（2001年のNISTEP調査より）

































































































































 (1) 欧州における科学技術に関する意識調査の実施状況 
英国では、早くから科学技術に関する意識調査が実施されているが、ここでは、英国を含む欧州
全体での科学技術に関する意識調査の実施状況について説明する。 
欧州諸国では、ユーロバロメータにより、1989 年から 12 か国で統一した質問を用いてそれぞれの
国の国民の科学技術に対する意識や理解度を調査している。この調査は既に 4 回行われており、
2005 年の調査では参加国数が 33 か国に及んでいる。【資料 5】 
科学技術に関する意識調査（欧州における調査の実施状況）








出典：Eurobarometer31,March-April 1989（EB_31 za1750）、Eurobarometer381,November 1992（EB 381 za2295）、
Eurobarometer55.2,Maｙ-June 2001（EB 552 za3509）、Eurobarometer63.1,January-February 2005（EB 631 za4233）
調査年別に見たユーロバロメータの参加国
1989年、1992年調査 2001年調査
フランス フィンランド キプロス スロベニア
ベルギー スウェーデン チェコ ブルガリア























北イリノイ大学の Jon Miller 教授（当時）は 1979 年からそのデータ解析を行っており、その Jon 





れるようになった（Gregory and Miller, 1998）。北イリノイ大学のMiller教授は、1979年からそのデー
タ解析を開始し、1988年からはＥＣ諸国、英国、日本の研究者に呼びかけて、「科学技術に対する社




科学工学に関する統計データが掲載されているが、第7章の「Science and Technology：Attitudes and Understanding」
では、科学技術に関する意識調査の結果が経年的に掲載されている。その一部のタイトルを紹介すると以下のとお
りである。
・7-4 Public interest in selected issues: 1979–2008
・7-6 Visits to informal science and other cultural institutions: 1981–2008
・7-9 Correct answers to scientific terms and concept questions: 1985–2008
・7-16 Public assessment of astrology, by respondent characteristic: 1979–2008
・7-21 Public opinion on whether federal government should fund basic scientific research: 1985–2008






















る最新の調査は 2010 年 1 月に実施されている。ただし、内閣府が実施している世論調査では、国
際比較ができるような質問項目にはなっていないことから、本報告における国際比較では、科学技
術政策研究所にて 1991 年及び 2001 年に面接方式で実施した調査の結果を用いることとした。 
科学技術政策研究所にて実施した調査は、前述した Jon Miller 教授の呼び掛けに応じた調査
















































 (4) 英国における科学技術と社会との関係強化に関する取り組みの変遷 
次に、英国における科学技術と社会との関係強化の取り組みについて紹介する。 
英国では、王立研究所が科学の普及を目的として、一般向けの金曜講座や、少年少女向けの






























































































































































③の問題を指摘した科学技術政策研究所のレポートは、1989 年及び 1990 年に報告書として公表
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４ 基本計画における「科学技術と社会」に関する記述と科学技術政策研究所による調査研究 
 (1) 科学技術基本計画における「科学技術と社会」との関係に関する記述の推移 
我が国の科学技術政策の中長期的な計画を定めた科学技術基本計画（以下、「基本計画」と
いう。）における「科学技術と社会」との関係に関する記述を見ると、我が国では、1996 年度から






































































（POLICY STUDY No.10 2005年5月）
・理数系コンテスト・セミナー参加者の進路等に関する調査（調査資料－129 2006年10月）
・インターネットを利用した科学技術に関する意識調査の試み（Discussion Paper No.45 2008年1月）
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2001 年の調査において「科学技術の基礎的概念理解度が低い」とは具体的にどういうことである




るかという形式で質問した。この結果、2001 年に実施した調査で日本人の共通 11 問の平均正答














































































































































































北海道大学 「科学コミュニケーション」 2008年度 全研究科大学院生 定員はないが、実質的に40名 前期（15回×90分）　2単位
北海道大学 「科学技術コミュニケー
ション特論」
2008年度 理学院・生命科学院大学院生 定員はないが、実質的に40名 前期（7.5回×90分）　1単位
東京大学「科学技術インタープリター
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５ インターネットを利用したアンケート調査の有効性について 
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(3) ネット調査の有効性について 
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６ 国際比較調査の結果 
(1) 日・米・英における科学技術に関する意識調査（2009 年調査）の調査方法 
科学技術政策研究所では 2009 年 3 月に、科学技術に関する意識や理解度に関する調査を、

































































20～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60～69歳
調査依頼メール配信数
男性 女性 男性 女性 男性 女性
20～29歳 705 900 3,730 2,540 2,567 2,102
30～39歳 660 1,048 2,545 1,714 2,320 2,092
40～49歳 560 556 1,603 1,478 1,355 1,391
50～59歳 668 1,127 908 901 809 879
60～69歳 680 973 470 471 455 499





男性 女性 男性 女性 男性 女性
20～29歳 148 166 168 159 147 147
30～39歳 194 206 169 167 177 180
40～49歳 194 155 180 184 163 166
50～59歳 233 335 142 149 147 150
60～69歳 251 309 86 96 108 115
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(2) 日・米・英における科学技術に関する意識調査（2009 年調査）の結果 
（社会の様々な課題に対する関心度の国別の比較） 
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21.1 21.2 20.9 20.3 
22.0 22.3 21.47 






























2～4 ポイント低くなっていた。2001 年に実施した国際比較調査では、日本は米・英より 10 ポイント
程度低かったことから、差が縮まったように見えるものの、2009 年ネット調査時の回答者の学歴を補
正して再度比較すると、日本と米・英の差はさらに 2～3 ポイント程度拡大した。 
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(3) 米国の「科学工学指標」による科学技術の基礎的概念理解度の推移 
科学技術の基礎的概念理解度については、米国では 2～3 年に 1 度の間隔で調査が行われて








資料：全米科学財団（ＮＳＦ）科学工学指標2010（Science and Engineering Indicators 2010）







































































































英国を見ても同様に、1992 年から 2001 年にかけては共通 10 問の平均正答率は上がっていな











資料：「The Integrated Data on Public Understanding of Science [EB_PUS_1989-2005]」 Codebook and Unweighted Frequency Distributions Research team：
Martin W Bauer、Rajesh Shukla、Preeti Kakkar November 2008 より作成（2005年15カ国分の数値を除く）
Data Sources：Eurobarometer31,March-April 1989（EB_31 za1750）、Eurobarometer381,November 1992（EB 381 za2295）、
























































































資料：1992年調査：Special Eurobarometer76 ＥＢ38.1「EUROPEANS, SCIENCE AND TECHNOLOGY- Public Understanding and Attitudes」
2001年調査：Special Eurobarometer154 EB55.2「Europeans, science And technology」
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(5) 日本の科学技術の基礎的概念理解度の推移 















































 (6) ＯＥＣＤが実施している学習到達度調査(ＰＩＳＡ調査)を踏まえた考察 
ＯＥＣＤが実施した学習到達度調査（ＰＩＳＡ調査）で日本の生徒と米国及び英国の生徒の科学リ

























2000年 2003年 2006年 2009年
参加国・地域 31 40 57 65
日本 8位（522点） 14位（498点） 15位（498点） 8位（520点）
米国 15位（504点） 18位（495点） 不備 17位（500点）
英国 7位（523点） 実施基準を満たさず 17位（495点） 25位（494点）
日本 1位（557点） 6位（534点） 10位（523点） 9位（529点）
米国 19位（493点） 28位（483点） 35位（474点） 31位（487点）
英国 8位（529点） 実施基準を満たさず 24位（495点） 28位（492点）
日本 2位（550点） 2位（548点） 6位（531点） 5位（539点）
米国 14位（499点） 22位（491点） 29位（489点） 23位（502点）



























































































































































































































































































































































































































































科学技術政策研究所では、2009 年 11 月より毎月月末に、科学技術に関する意識について 10
代～60 代までの男女を対象としたインターネット調査を行っている。その調査の中で、「科学技術に
関するニュースや話題に関心があるか」を聞いており、その推移を見ると、小惑星探査機「はやぶ
さ」が地球に満身創痍で帰還した 2010 年 6 月以降の半年間程度は、国民の科学技術に対する関
心度が上がっているのが分かる。2010 年 6 月を境にして前後の半年間程度の関心度を比較すると、
特に女性の関心度が 3 ポイント以上上がっている。はやぶさの快挙を物語調に仕上げたＪＡＸＡ（宇
宙航空研究開発機構）の広報活動の手腕に学べることが多くあるものと思われる。 



























66.9 68.5 66.8 68.7
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ネット調査で聞いたところ、「行っていると思う」と評価した人は 2 割程度しかいなかった。 
 その一方で、原発事故に関して、科学者サイドからのメッセージを聞いてみたいと答えた者の割合














































































































2006 年から 2009 年にかけて東京工業大学の西條教授らが行った研究プロジェクトでは、科学
技術リテラシーを「科学的基礎知識と手法を、科学技術を含む社会に対する関心と態度に結びつ
け、科学技術に関する話題について社会的に判断し行動する能力」と定義している。 





































第 2 調査研究グループ 上席研究官 
（経歴） 
1990年3月  筑波大学第2学群農林学類資源生産学科卒業 
1990年4月  林野庁入庁 
1998年4月  農林水産省国際部技術協力課海外技術協力官 
2000年4月  林野庁森林整備部治山課保安林整備指導官 
2002年4月  林野庁東北森林管理局青森分局治山課長 
2004年4月  農林水産省経営局構造改善課経営構造対策企画班担当 
課長補佐 
2006年4月  林野庁森林整備部研究・保全課普及教育班担当課長補佐 
2008年4月  文部科学省出向 
科学技術政策研究所第2調査研究グループ 上席研究官 
                       (現在に至る) 
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